
① ひとり親家庭の親であって、北九州市内に住民登録をしていること。 

⑤  令和７年４月以降、養成機関に入学した方。 

 

 

 

 

 

この制度は、国及び北九州市の補助を受けて、北九州市社会福祉協議会（以下「市社協」）が実施

する公的な貸付制度です。 

高等職業訓練促進給付金を活用して養成機関に在学し、就職に有利な資格の取得を目指すひとり

親家庭の親に対して、ひとり親家庭高等職業訓練促進資金（以下「訓練促進資金」）を貸付け、修学

を容易にすることにより、資格取得を促進し、ひとり親家庭の親の自立の促進を図ることを目的と

するものです。 

北九州市が実施する高等職業訓練促進給付金の支給を受ける方が対象です。 

 

 

 訓練促進資金の貸付けを受けることができる方は、次に掲げる要件を全て満たす方です。 

 詳しい要件につきましては、市社協までお問い合わせください。 

   

② 高等職業訓練促進給付金の支給を受けていること。 

③  養成機関への入学又は就職に際し、経済的援助を必要とすること。 

④ 養成機関修了後、福岡県及び山口県下関市の区域内（以下「指定区域内」）において、 

取得した資格が必要な業務に５年間引き続き（１週間の所定労働時間が２０時間以 

上）従事しようとする方であること。 

 

⑥  令和７年３月以降、養成機関の課程を修了し、資格を取得した方。 

  養成機関の課程を修了した日から、１年以内に資格を取得した方。 

  

 

高等職業訓練促進給付金の支給を受けている方でも、「一般教育訓練給付金」「専門実践教育訓練 

給付金（ハローワーク）」「自立支援教育訓練給付金」など受給している方の貸付（入学準備金）は対 

 象外です。              

また、「保育士修学資金貸付金」「介護福祉士等修学資金貸付金」を受けている場合も対象外です。 

 

 

資金種類 貸付対象者 資金使途 貸付額 

入学 

準備金 

高等職業訓練促進給付金の支給を受け

ている方 

（令和７年４月以降、養成機関に入学

した方） 

養成機関に支払う入学

金、教材費等の納付金、

参考書、学用品、交通費

等に充当する費用 

500,000 円以内 

就職 

準備金 

高等職業訓練促進給付金の支給を受け

ていた方 

（令和７年３月以降、養成機関の課程

を修了し、資格を取得した方） 

※養成課程を修了した日から１年以内

に就職する場合に限る。 

就職にあたり必要な費用

（被服費、転居費用等） 
200,000 円以内 

（１） 貸付対象者 

（３） 貸付資金（訓練促進資金）の内容 

（２） 貸付対象者外 

令和７年度版 



 

 

 

   連帯保証人を立てた場合、貸付利子は無利子です。（連帯保証人なしの場合は、返還債務の履行

猶予期間経過後は年１．０％の利息がつきます） 

 

 

 

令和７年度、借入れの申請ができる方は下記のとおりです。 

資金種類 対象者 

入学準備金 
令和７年４月以降、養成機関に入学した方 

（ただし、既に卒業した方については申請できません） 

就職準備金 

令和７年３月以降、養成機関の課程を修了し、取得した資格が必要な業務に

就職する方。または、養成機関の課程を修了した日から１年以内に、取得し

た資格が必要な業務に就職する方。 

   

 《申請に必要な書類》※この他にも書類の提出を求める場合があります。 

■共通書類 

① 貸付申請書（様式第１号） 

② 訓練促進資金の貸付けに伴う個人情報の取扱同意書（様式第２号） 

③ 世帯全員の記載のある住民票（本籍地の記載あり、マイナンバーの記載なし、 

３ヶ月以内に発行されたもの） 

連帯保証人を立てる場合 

④ 連帯保証人の住民票（本籍地の記載あり、マイナンバーの記載なし、３ヶ月以 

内に発行されたもの） 

⑤ 連帯保証人の直近の年間収入を証明する書類（源泉徴収票の写し、所得額証明 

書等） 

■入学準備金の申請に必要な書類 

上記①～⑤に加えて、 

⑥ 養成機関の在学を証明する書類（在学証明書等） 

⑦ 入学費用がわかる書類（入学パンフレット等）を添付してください。 

 

■就職準備金の申請に必要な書類 

上記①～⑤に加えて、 

⑧ 養成機関の課程を修了したことを証明する書類（卒業証明書、修了証明書等） 

⑨ 養成機関に係る資格を取得したことが確認できる書類（当該資格の免許証の写 

し、登録証の写し等） 

〔連帯保証人の要件〕 

連帯保証人を立てる場合は、無利子となります。 

連帯保証人を立てる場合は、福岡県内に住民登録をしている方で、かつ、返還債務を負担 

することができる資力を有する方（１人）を連帯保証人としてください。 

貸付を受けようとする者が未成年者の場合には、連帯保証人は法定代理人でなければなら 

ず、その者の親権者又は後見人でなければなりません。 

※保証人を立てない場合は、返還債務の履行猶予期間経過後、年１．０％の利率で貸付利息

がつきます。 

 

（４） 貸付利率 

（５） 貸付資金の借入れ申請について 



  

《申請に当たっての注意事項》 

○貸付を希望される方は、（９）のお申し込み先にて、申請手続きを行ってください。（郵送不可） 

○審査によって貸付が不承認となることがあります。 

○資金交付後、申請に不正や誤りが認められたり、借入れ目的に反する資金使用が確認された場合

は、借受人に対して、返還債務の全部又は一部の額について、返還請求する場合があります。 

 

 

 

         

 

 

○貸付希望者は、市社協に貸付申込書及び必要書類を提出します。（郵送不可） 

※北九州市の高等職業訓練促進給付金の受給状況等について、訓練促進資金の貸付窓

口となる市社協との間で情報共有いたします。 

※高等職業訓練促進給付金の支給決定後に貸付申請が可能となります。 

 

○市社協において貸付の可否について審査を行います。 

※審査中に追加の書類の提出等のお願いをする場合があります。 

※審査の結果により、貸付できない場合があります。 

※貸付の可否については申請者、連帯保証人に郵送で通知します。 

※申請者には、借用証書等の提出していただく書類を併せて郵送します。 

 

○借用証書に借受人・連帯保証人が署名、捺印（実印）のうえ、必要書類を添えて

市社協に提出します。 

※誓約書、印鑑登録証明書（借受人・連帯保証人）、振込口座申請書、通帳のコピーの

添付が必要です。 

※借用証書には、印紙税法による収入印紙の貼付が必要です。 

 

○市社協で借用証書を受理後、書類に不備がなければ、３０日以内に貸付資金を申

請者が指定した口座に一括で送金します。 

※入学準備金の交付は、高等職業訓練促進給付金の支給決定後となるため、養成機関入

学後になります。 

※就職準備金の交付は、就職後となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

①申請書類

の提出 

（申請者） 

（６） 借入れのご相談（申請）から資金交付（送金）、免除その他手続きについて 

②審査・貸

付決定 

（市社協） 

③借用証書

の提出 

（申請者） 

④貸付資金

の交付 

（市社協） 

⑤受領書 

（申請者） 

訓練促進資

金の相談 

転居や退学 

氏名変更 

勤務先変更等 

貸付後 

〇訓練促進資金貸付のご案内や、申込み手順等のご説明をいたします。 

○借受人は、貸付資金の送金を確認後、受領書を市社協に提出します。 

 

〇北九州市社会福祉協議会 生活福祉資金相談コーナーまでご連絡ください。 

電 話  ０９３－８８２－４４０５ 

 

〇借受人は毎年、現況届（借受人の状況）を提出してください。また、当該養成 

機関に在学している場合は、在学を証明する書類を毎年提出してください。 

 

免  除 
〇取得した資格が必要な業務に従事し、５年間引き続き資格業務に従事された場合等。 

 下記、「（８）返還免除について」をご覧ください。 



 

 

《返還期間等》 

資金種類 返還期間 備考 

入学準備金 
返還理由が生じた月の翌月から 

養成機関に在学した期間の２倍に

相当する期間 

養成機関修了後、就労中は申請により

返還を猶予します。 

※その他、申請により返還を猶予できる

場合があります。 
就職準備金 

（１） 返還は、市社協が指定する口座への入金（金融機関備え付けの振込用紙を使用。振込の手 

数料は借受人が負担）してください。口座振替はご利用できません。 

（２） 災害、疾病、負傷、その他やむを得ない場合を除き、養成機関を修了し、かつ、資格取得し 

た日から１年以内に指定区地域内において、所得した資格が必要な業務に従事し、５年間引き

続き就業継続しなかった等の場合は、その事由が生じた月の翌月から返還期間に入ります。い

ずれの資金も返還期間を過ぎても返還が完了しない場合は、残元金に対して、延滞利子（年利

３％）が発生します。 

（３） 本資金の返還にあたっては、市社協が相談にあたります。返還期間中に、病気や失業等によ

り、計画どおりの返還が難しくなった場合には、必ず、市社協にご相談ください。 

（４） 何のご連絡もなく、一定期間を超えて滞納された場合は、借受人及び連帯保証人に「督促状」 

を発行するなど、必要に応じ訪問や面接の実施などの対応をします。悪質と判断される場合は

法的措置をとる場合もあります。 

 

 

（１） 養成機関を修了し、かつ、資格取得した日から１年以内に指定区地域内において取得した

資格が必要な業務に５年間（１週間の所定労働時間が２０時間以上）引き続き従事した場合

は、訓練促進資金の返還の債務が全額免除されます。 

（２） 償還（返還）免除が確定するまでの期間は、借受人の生活状況とあわせて、修学の継続ま

たは就業の継続状況の確認書類（現況届）を提出していただきます。この提出がないと、免

除は認められません。また、必要に応じて市社協が求める書類等を提出していただくことが

あります。 

（３） 上記（１）の要件に満たない場合でも、やむを得ない事由により就業を継続できなかった

場合に、申請により返還債務額の全部または一部を免除できる場合があります。 

（４） 転居や退学、転職、退職など状況に変化があった場合は、必ず市社協にご連絡ください。 

（５） 償還（返還）免除が決定した場合にも、借用証書はお返ししません。また、免除された金

額は原則として一時所得扱いとなりますので、各自ご確認のうえ、確定申告等の必要な手続

きを行ってください。 

 

 

 

（７） 償還（返還）について 

（９） お問い合わせ・お申し込み先 

（８） 返還免除について 

社会福祉法人 北九州市社会福祉協議会 

〒８０４－００６７ 

北九州市戸畑区汐井町１－６ ウェルとばた８Ｆ 

電 話  ０９３－８８２－４４０５（生活福祉資金相談コーナー） 

０９３－８７３－１２９６（自立支援課） 

ＦＡＸ  ０９３－８７１－４５８５ 

受付時間： 月曜日～金曜日 ９時～１６時３０分 

（土日祝日、年末年始を除く） 


